
確に定めておくこととし、行政による不透明な裁量が極力及ばないようにする   

べきであり、民間非営利部門の医療法人が円滑に事業展開できるようルールを   

明確にする  

（2）民間非営利部門の医療法人が今後とも効率的に経営できるよう、例えば、療   

養環境の向上を制限しているような合理的でない規制について、行政において   

見直しを引き続き行っていく  

（3）医療法人の経営が今後とも透明性が確保され、効率的に推進されるよう医療   

法人制度の不断の見直しを行う  

ことが必要であり、今後とも継続的な対応が求められる。あわせて、病院や診療所  

などの活動をしていない、いわゆる休眠状態の医療法人については、医療法第65  

条に基づき、都道府県において速やかに医療法人の設立認可取消を行うよう、引き  

続き努力すべきである。  

Ⅲ．今後の医療法人制度改革に向けた新たな医業経営のあり方の確立  

1．効率的な医業経営を支える人材の養成   

今後、都道府県の役割が、自らが自治体立病院を設置して直接的に医療サービス  

を提供する役割から極力撤退し、医療サービスに係るルールを調整する役割、医療  

サービスの安全性やアクセスの公平性を監視する役割等へ転換することに伴い、各  

医療法人においては、従来以上に医業経営について効率的に行うことが求められる。   

言うまでもないことだが、経営を良くするための特効薬はなく、日頃からの絶え  

間ない経営者をはじめとした現場の努力の積み重ねが重要であり、そのために必要  

になってくるのが、医業経営を支える質の高い人材の養成である。   

このため、今後は、医業経営を支える人材の養成について、厚生労働省は関係省  

庁と協力しながら、そのあり方を検討すべきである。  

2．透明性の高い医業経営の推進   

医療法人制度改革は医療法の改正だけにとどまるものではない。制度創設以来  

50年以上経過した医療法人のあり方に関しては、医療法、医療法施行令、医療法  

施行規則のほか、これに関する通知・解釈等で規定されているものである。   

厚生労働省においては、透明性の高い医業経営を各医療法人が遂行できるように  

するため、医療法人制度について、継続してそのあり方を見直すべきである。その  
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際、医療サービスの提供と医業経営は車の両輪であることから、医業を経営する者  

が医療サービスを効率的に提供するため、自らその経営実態を把握することは不可  

欠である。経営規模において中小企業と同程度の医療法人に十分配慮しながら、医  

療法人に必要な会計はどういうものがいいのか、今後とも医療関係団体の意見を踏  

まえながら、検討を深めていくことが求められる。   

また、当該医療法人の経営実態について、他の公的医療機関や同種の医療サービ  

スを提供している医療機関と比較等を行うことを通じて、より客観的に把握するこ  

とも重要である。  

3．公益性の高い医療サービスを安定的・継線的に提供するための新たな支援方策  

の検討   

医療法人制度改革を推進していくためには、従来以上に民間非営利部門の医療法  

人に対する支援方策が求められよう。特に、住民から求められる「公益性の高い医  

療サービス」を担う医療法人に対しては、医療法人に従来認められている医療機関  

債の発行のほか証券取引法に基づく有価証券としての公募債の発行、社会福祉事業  

や医療保健業以外の多様な収益事業の実施、寄附金税制や法人税制など医療法人に  

係る税制上の優遇の検討など、公益性の高い医療サービスを安定的・継続的に提供  

することを可能とするための基盤整備が求められる。また、厚生労働省においては、  

医療法人に関わる行政指導の根拠や医療法人に対する課税関係などルールの明確  

化に一層取り組んでいくことが重要である。   

また、公募債の発行などが可能となる「公益性の高い医療サービス」を担う医療  

法人にあっては、従来以上に、地域で安定的に「公益性の高い医療サービス」を提  

供する必要があるため、効率的な医業経営を推進することが求められる。その際、  

当該法人の経営実態を把握し、かつ、経営状況について客観的、対外的に説明責任  

を果たすことが地域社会からの理解と支持を得るために必要である。このため、「公  

益性の高い医療サービス」を担う医療法人における適切な会計基準の導入を促進す  

るべきである。   

さらに、我が国においては、金融機関が医療法人に対して融資を行う場合、医療  

法人の理事長ほか経営に携わる者個人の連帯保証を求めることが慣例として通用  

している実態がある。理事長など個人の連帯保証に関しては、①融資の際の信用補  

完の役割があること、②理事長の経営責任を担保する役割があること、③医療法人  

から理事長など個人に資産が移転した場合でも当該資産を保全する役割があるこ  

と等の理由によって、現在広く通用しているものと思われる。一方で、このような  

個人の連帯保証に関しては、医療法人の経営の状況にかかわらず一律な対応が行わ  
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れ、結果的に医療法人の経営に携わる者の意欲を阻害する面も否定できない。この  

ため、今後とも、公的な信用補完制度を通じて対応がなされている中小企業施策を  

参考にしながら、「公益性の高い医療サービス」を担う医療法人が地域で安定して  

医療サービスを提供できるよう、その支援方策について引き続き検討することが望  

まれる。   

医療サービスという限りある資源を地域の患者のために有効に活用されるために  

も、今後とも、厚生労働省、医療関係団体そして医療サービスを提供する者が協力  

して、引き続き取り組んでいくことが求められる。  

墨壷中こ＿   

今般の医療法人制度改革は、医療法人制度が創設された昭和25年以来の抜本的  

な改革であり、本検討会としても非常に責任の重い課題の中、真剣に議論してきた。   

現行の医療法人制度が抱える課題を明確にし、将来のあるべき姿としてどのよう  

な医療法人の姿が求められるのか、そして、そこにたどり着くためにどのような方  

策が必要なのか、考え方を整理してきた。   

繰り返しになるが、我が国の医療提供体制は民間非営利部門の医療法人が中心と  

なって担うべきものであり、これらの主体が自主的に地域の医療を担っていけるよ  

うに制度を構築していくことが重要である。その意味では、地域の医療提供体制は  

行政主体から民間主体へと転換しつつあり、この医療法人制度改革はそれを後押し  

する重要な改革である。また、従来は公的医療機関が中心となって担ってきた「公  

益性の高い医療サービス」についても、住民の支援を得ながら、民間非営利部門の  

医療法人が担っていくことは、今後の豊かな「公」の社会の実現に向けても重要な  

転機であろう。   

厚生労働省においては、こういった重要な改革を確実に推進するため、今後、医  

療関係団体と今まで以上に議論を重ね、新たな時代の医療法人の役割の実現に向け、  

努力すべきである。  
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